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自治体初ＣＤＯが推進する
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かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画
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 【令和元年７月 策定】
 ICT及びデータの積極的な利活用を
 基本方針とすることから、官民データ活用
 推進基本法第９条に定められた都道府県

官民データ活用推進計画とし、
 かながわグランドデザイン及び行政改革
 大綱を、ICT及びデータの利活用の
 側面から支える計画として位置付け



神奈川県におけるＣＩＯ・ＣＤＯの位置づけ
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●県全体として組織的にICT及び
データの積極的な利活用を推進
していくため、知事を本部⾧とする
「デジタル戦略推進本部」を設置

●CIO（情報統括責任者）は、
全庁的な視点で、県民の利便性
の向上や業務の効率化に資する
ICTの利活用や、ICT環境の
最適化を統括

●CDO（データ統括責任者）は、
EBPMや複合的な課題の解決
に向けた分野横断的な政策立案
を実現する多様なデータ利活用
を統括

【ＩＣＴ・データ利活用推進計画の推進体制】

さしかえ予定



ＣＩＯ・ＣＤＯ
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期間 ＣＩＯ 備考

2013.2.15～ 根本 正彦 外部登用（非常勤）

2015.6.1～ 藁科 至徳 外部登用（常勤）

2018.4.1～ 中島 正信 副知事

2020.4.1～ 武井 政二 副知事

2020.8.1～現在 江口 清貴 外部登用（非常勤）（LINE㈱執行役員 公共政策・CSR担当【当時】）

期間 ＣＤＯ 備考

2019.6.1～ 首藤 健治 副知事、ＣＤＯ新設

2020.8.1～現在 江口 清貴 外部登用（非常勤）（LINE㈱執行役員 公共政策・CSR担当【当時】）

2020年８月１日付、ウィズコロナ時代を迎える中、「くらしの情報化」と「行政の情報化」
を一層スピードアップするため、LINE㈱の江口清貴氏を「CIO兼CDO」に指名

【これまで】

【現在】
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【参考】初代ＣＤＯインタビュー記事



デジタル化の加速化に向けた組織再編
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デジタル行政
担当局長

ＩＣＴ推進部長
ＣＩＯ補佐官 兼

ＣＤＯ補佐官

情報システム
課長

各グループ

ＩＣＴ・データ
戦略課長

データ連携推進
グループ他

デジタル行政
担当局長

デジタル戦略本部室長
ＣＩＯ補佐官 兼

ＣＤＯ補佐官

情報企画担当
課長

各グループ

情報システム担当
課長

各グループ

デジタル戦略担当
課長

デジタル戦略
グループ

データ連携推進
グループ

● 令和２年11月1日付け、組織再編

● 県民サービスのデジタル化など「行政の情報化」をより一層加速化するとともに、各局の「くらしの情報化」の
取組みを支援するため、これまでの「情報システム課」と「ICT・データ戦略課」の2課体制から、より機動的な
推進体制として「デジタル戦略本部室」に再編

情報システム課・ICT・データ戦略課
（～令和2年10月31日）

デジタル戦略本部室（令和２年11月1日～）

ＣＩＯ兼ＣＤＯ

ＣＩＯ兼ＣＤＯ

【情報システム課】

【ICT・データ戦略課】

令和元年６月１日設置
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データ連携推進グループの所掌
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●ICT技術の進歩や少子高齢化等の背景から、これからは過去のデータ
などから将来の問題発生を予見し、問題が起きる前に対応する予測・
予防型のサービスや、個人情報などを安全かつ有効に活用して個人に
カスタマイズして情報提供するサービスなどの実現が期待されている
●県を含め官民が保有しているデータを有効活用し、住民サービスの向上
や根拠に基づく政策立案（EBPM）等に役立てるための取組みを推進

データ連携推進グループの所掌事務
●データ利活用・連携に係る総合的企画及び調整

背景と目的



データ連携推進グループの取組み
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取組み 目的

1 データ利活用 県自らがデータを利活用して、EBPMにもとづく
質の高い県民サービスを提供

2 オープンデータの拡充 市場で利用可能なオープンデータを積極的に提供

3 データ流通・利活用ルール
の整備

データ利活用に際し、データを安全・安心に利用
できる環境を整備



令和２年度の取組み１ 「データ利活用」

庁内各所属へ分析したい課題を募集
 募集期間
令和２年６月５日～６月19日

 応募件数
1５件

 対応方針
グループ員による分析、有識者に
よるアドバイス、事業者委託による
詳細分析等により、応募全件に対
してデータ分析を通した業務課題
への取組みを支援

【データ利活用の庁内公募（伴走実践型）】
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対応後のアンケートより
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応募内容

セーリングに係る様々な普及イベントの効果検証

かながわ電子入札共同システム及びポータルサイトの改善

青少年保護育成・喫煙飲酒防止条例の周知啓発における課題分析

県広報媒体の連携による効果測定

県所管内の生活保護医療扶助の動向について

「3033運動」の認知度向上

県民からの来庁・電話による県政に係る提案・要望・苦情等の自動化

「わたしの提案」に届く提案・意見の内容の分析

中小企業向け「省エネルギー診断」の結果の分析

「省エネアドバイスツール」導入と利用率の向上

二酸化炭素排出量が多い業種・排出量の分析

エネルギー使用量の分析

エコ10宣言の普及啓発

神奈川県における、訪日外国人観光客の国籍別の動態分析

所属HPの内容変更に伴う閲覧者層の変化と満足度の把握

令和２年度は応募案件全てに対応し、高い評価をいただきました

当室対応の満足度 所属数 割合
1.満足 7 58.3%
2.やや満足 3 25.0%
3.普通 1 8.3%
4.やや物足りない 1 8.3%
5.物足りない 0 0.0%

主な意見
 EBPMの考え方・進め方を理解するこ
とができた

 取り組みの成果が出ていることを確認
できた

 想定していなかったニーズが明らかに
なった

 次年度も是非開催してほしい

データ利活用の庁内公募（実績）



データ利活用事例（セーリングの興味関心）
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 応募内容
東京オリンピックのセーリング競技を盛り上げるため、いままでの
普及事業の効果検証や効果的な普及方法の検討をしたい

 対応内容
「セーリング」というキーワードによるデータ分析が有効な可能性があ
ることから、職員が分析ツールDS.INSIGHTを活用して分析

 まとめ
オリンピック競技に関しては多数の人がスマホやPCで関連の検索を
行っているため、興味関心に一定の傾向がみてとれました
「セーリング」のようにキーワードが明確なものは興味関心の傾向を
抽出できる可能性があります

DS.INSIGHT
Yahoo!アプリを利用した検索キーワードや位置情報などを集めたビッグ
データの分析ツール。キーワードをもとに、一緒に検索されているワード
やメッシュでの人流情報などを抽出することが可能

▲ 当室にて分析したレポートの一部



データ利活用事例（アンケートの分析・評価）
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 応募内容
・青少年保護育成条例・青少年喫煙飲酒防止条例の周知啓発を
する上での課題を明確化したい
・毎年、県内在住の子を持つ保護者2000名を対象にインターネット
によるアンケートを実施しており、分析することで効果的な周知啓発
に繋げたい

 対応内容
過去の周知啓発事業の実績が整理されており、アンケートのデータ
が過去10年分程度あることから、職員にて属性による分析を実施

 まとめ
本案件のように調査票がしっかり設計されており、ローデータも得られ
ていると、職員でも比較的容易に分析・評価することができます

▲当室にて分析したレポートの一部



データ利活用事例（システムの利便性向上）
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 応募内容
「かながわ電子入札共同システム」にかかるシステム及びポータルサイ
トの利便性を向上させたい

 対応内容
・目的が明確であり、データを十分保有していることから、委託事業と
して対応
・アンケート結果、コールセンター履歴、アクセスログなどのデータを用
いて、ユーザサポートの状況、操作環境の現状などを評価

 まとめ
FAQ強化策など、従来の取組みの成果をデータから評価できた一方、
チャットボット対応やスマホ対応など、必要だと思っていた取り組みが
実はそこまで需要が高くないということもデータから見えました
改善の方向性にも言及しており、単なる傾向評価ではなく、業務課
題に照らした分析評価と改善提案につながるものとなりました

▲ システム利用者の入札プロセスをカスタマージャーニーマップで整理

▲ 設定した評価指標に基づき、分析結果と改善の方向性（案）を提示



県のオープンデータ、データセットの質と量の拡充
●統計データなどをさらにオープンデータ化し、
公開データの「量」を増やす

●機械判読性の高いデータなど、使えるデータ
を増やし、「質」を向上させる
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自治体 件数
川崎市 615
横浜市 293
神奈川県 127
相模原市 38

【オープンデータ数】

 県内市町村のオープンデータの取組支援
●現在の県内市町村の取組率 100％（33/33団体）

令和２年度の取組み２ 「オープンデータの拡充」



データ利活用に向けたデータ棚卸し（令和２年度実施）

調査対象 件数 今後の展開

業務システム保有データ 126 データ連携の可能性や標準化に向けて内容精査
（委託事業）

アンケート集計データ 239 庁内で情報共有する仕組みの検討（カタログ化）

統計調査データ 163 庁内共有・オープンデータ化に向けた調整

業務統計・業務年報等 153 庁内共有・オープンデータ化に向けた調整

 データ棚卸し調査結果

 今後の展開

●取りまとめ結果の還元（データカタログの提供）による庁内データ利活用の促進

●オープンデータのデータセット拡充に向けた基礎資料として活用

●データ連携・利活用プラットフォームの検討
17



令和２年度の取組み３ 「データ流通・利活用ルールの整備」
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■取組の概要
情報銀行アプリの開発・運用を目指す
フェリカポケットマーケティング社
（FPM）と連携協定を締結
（令和２年３月24日）

〈役割〉
●FPMは情報銀行アプリを開発・運用
●県はアプリのコンテンツを提供

■目的
官民データや情報銀行の利活用を通し
多様な県民ニーズに対応したサービス
の実現による社会課題の解決を目指す

ワタシノアプリ

神奈川ポイント
5,000 P
有効期限
2021/3/31

ゆかり
横浜市中区

☀
16℃／8℃
☂ 20％ワタシノ

ヘルス
ケア

ワタシノ
SDGs

ワタシノ
イベント

ピックアップ
ポイント
加盟店一覧

いいね！

3/24 Tue 
10:50

4G  📶
🔋

個人データ保管

ポイントをつかう

情報銀行

個人
データ

県民
（データ提供者）

個人Ａ

個人Ｂ

個人
データ

データを登
録

照会
申込み

照会の
承諾

情報照会
＋対価

クｰポン
提供等

クーポン
提供等

本人が承諾
したデータ

ポイント
提供

充実した行政サービ
スの提供

自分のデータを「誰に」、「何
を」開示するかは、本人の承
諾を必須とし、いつでも修
正・追加・削除が可能 情報利用者

販売促進
商品開発
広告宣伝
商品見直し

民間事業者

政策立案

自治体

地元商店
地元飲食店
大手チェーン
大手メーカー

加盟店等

個人を特定す
る照会はでき
ない

情報銀行を活用したデータ流通・利活用の仕組み
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情報銀行アプリの画面・機能のイメージ
アプリ名 :ワタシポスト
リリース :令和３年２月17日



施策推進におけるデータ利活用とは・・・

【出典】
EBPMを進めるために知っておきたい知識と事例
（一般社団法人リンクデータ）
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【従来の考え方】
経験や仮説にもとづく行動（主観）

【これからの考え方】
経験や仮説にもとづく行動（主観）

＋
データから得られたエビデンスにもとづく裏付け（客観）

客観的視点を設けることで、判断や意思決定の
実効性を向上させ、成果に繋げる

施策推進におけるデータ利活用とは・・・
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「トライ＆エラー」で道なき道を進む

●従来型のPDCAサイクルだけでは時代の流れについていけない
●よく観察し、現場（＝県民）の声に耳を傾け、臨機応変に対応
●参考にすべきは、「OODAループ」

出口が最初から見えるとは限らない
小さくても出口に向かいながら前進していくことも重要

施策推進におけるデータ利活用とは・・・
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LINE公式アカウント「新型コロナ対策パーソナルサポート」

●LINEで発熱・体調・基礎疾患・年齢・郵便番号等を入力
⇒ 本人の状態に合わせた、適切なフィードバック

●コロナに関する質問に自動で回答

●現在、利用者約120万人以上
さらに神奈川県と同じ仕組みを33都道府県が導入
それ以外の県にお住まいの方は神奈川版を利用
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第8回プラチナ大賞 「大賞・総務大臣賞」受賞
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ご自身の状態をLINE上で回答

発熱・だるさ・息苦しさの有無、持病、性別、年齢、職業、郵便番号等を入力
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入力内容に応じた適切なフィードバック

●相談センターへの相談が必要な方 ●相談は必要ないが、リスクを有する方
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入力内容に応じた適切なフィードバック

 高齢者、基礎疾患の有無、
妊娠の有無などにより、
適切な対策をフィードバック

 症状がある方は毎日フォローアップ

 症状が無いと答えた方にも
定期的に、現在の状況を確認
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予防行動 割合
石けんによる手洗い（1日複数回） 91.5％
せきやくしゃみの際のエチケット（マスク・ハンカチ等）を守る 91.5％

アルコールによる手指消毒（1日複数回） 67.2％

定期的な換気 49.3％
かぜの症状が見られる時に無理をせず学校や会社を休む 46.5％

時差通勤 12.0％

テレワーク 8.5％

N=71219

回答から見えたこと（3月27日時点のデータ）

個人で出来る対策（手洗い・咳エチケット）は取られている一方、
会社など組織での対策が不十分
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発熱者の割合と陽性患者数の比較
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知事会見でデータを活用し対策を説明
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コロナ禍で何ができたか

個人の同意を丁寧に得て

すばやくデータを集め

提供されたデータを分析・活用し

適切な対策を検討・実行

同意

収集

活用

還元
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ご清聴ありがとうございました


